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○介護保険法（平成９年法律第１２３号） 

 

第１１節 介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等 

第１１５条の４４の２ 都道府県知事は、地域において必要とされる介護サービスの確保のため、

当該都道府県の区域内に介護サービスを提供する事業所又は施設を有する介護サービス事業者

（厚生労働省令で定める者を除く。以下この条において同じ。）の当該事業所又は施設ごとの収

益及び費用その他の厚生労働省令で定める事項（次項及び第３項において「介護サービス事業

者経営情報」という。）について、調査及び分析を行い、その内容を公表するよう努めるものと

する。 

２ 介護サービス事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、介護サービス事業者経営情報

を、当該事業所又は施設の所在地を管轄する都道府県知事に報告しなければならない。 

６ 都道府県知事は、介護サービス事業者が第２項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

したときは、期間を定めて、当該介護サービス事業者に対し、その報告を行い、又はその報告

の内容を是正することを命ずることができる。 

８ 都道府県知事は、指定居宅サービス事業者若しくは指定介護予防サービス事業者又は指定介

護老人福祉施設、介護老人保健施設若しくは介護医療院の開設者が第６項の規定による命令に

従わないときは、当該指定居宅サービス事業者、指定介護予防サービス事業者若しくは指定介

護老人福祉施設の指定若しくは介護老人保健施設若しくは介護医療院の許可を取り消し、又は

期間を定めてその指定若しくは許可の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

 


